






















つ意義に焦点を当てる。同政策は 2002 年にはじまり、2003 年および 2004 年には指定地域が追加され、
















This paper focuses on innovation policy entitled “The Knowledge Cluster Initiative” implemented by the Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science, and Technology (MEXT) in Japan. The Initiative began in 2002 and 
designated areas were added in 2003 and in 2004. By 2004, it included 18 regions for the 
University-Business-Government (UBG) alliances, for which 2.5 billion yen was granted in each region. As the 
Initiative included detailed assessment programs, it enabled assessing the performance over the first five-year round. 
The author visited all of these areas to interview coordinators, university professors and researchers, managers for 
startup ventures, and researchers at participating companies. Participants were required to form consortia to 
promote industry-based research. In this paper, the author examines policy implications from the Initiative. The 
Japanese innovation policy depended on UBG alliances, but it may well be sophisticated by focusing on 
University-Business alliances. Although the coordinators in the Initiative have actively connected participants to 
maintain cluster performance, they were employed by organizations in the public sector. If coordinators are directly 
employed by the universities, they can play agile roles in linking the participants in University-Business 
collaborations. The coordinators can be trained among university staffs whereby officers in the universities can 
support academic productivity as well as new startups based on the UBG alliances. 
 
Keywords: innovation policy; Knowledge Cluster Initiative; University-Business-Government alliance; university 
startup
＜論文＞ 
























                                                        
1 マクロ経済学の基本的教科書としてはドーンブッシュ＝フィッシャー（1989）、ミクロ経済学のそれと
してはクレプス（2008, 2009）がある。 
2 「財政健全化目標 債務 GDP 比新指標に 政府方針 基礎収支も維持」『読売新聞』、2015 年 3 月 29











7 すでに、別稿、Horaguchi（2007）において地域間の貿易政策について論じた。本稿では TPP をはじめ
とする貿易政策については議論しない。関税、非関税障壁の撤廃という経済政策の採用が、マクロ的に、
一国経済全体への影響を及ぼす程度が大きいと判断するからである。 
8 自民党小渕政権のもとで「地域振興券」が配布された。「したたか小渕政権 発足からあすで半年 『連
立』で自信、長期化狙う」『読売新聞』、1999 年 1 月 29 日、東京朝刊、3 面。自民党麻生政権のもとで
は、定額給付金が配布された。「2 次補正予算成立 給付金、自治体は悲鳴 『特需で活気』の声も」『読
売新聞』、2009 年 1 月 28 日、東京朝刊・岩手、29 ページ。 
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日本経済の成長戦略を立案する必要性を挙げることができる。2012 年 12 月にはじまった第







                                                        
9 民主党鳩山政権のもとで高校授業料無償化が行われた。「高校授業料無償化『間接式』 文科省、来春
実施へ現実路線 政権交代前から準備」『読売新聞』、2009 年 9 月 26 日、東京朝刊、2 面。 
10 事業仕分けという用語が読売新聞データベース「ヨミダス歴史館」に登場するのは、2004 年 2 月、新
潟県での試みについての報道である。「県の『事業仕分け作業』結果 『不要』は全体の 15％＝新潟」
『読売新聞』、2004 年 2 月 17 日、東京朝刊・新潟北、34 面。2009 年、民主党鳩山政権のもとで全国レ
ベルでの事業仕分けが行われた。「447 事業仕分け決定 診療報酬・思いやり予算も／行政刷新会議」『読
売新聞』、2009 年 11 月 10 日、東京朝刊、1 面。 
11 林編（1990）、52 ページ参照。 
12 「日銀：新体制承認 リフレ、好循環に期待 国債購入拡大、金利上昇懸念も」『毎日新聞』、2013 年
3 月 16 日、東京朝刊、2 面、および「黒田・日銀総裁：『物価上昇 2％を確信』 量的緩和、新枠組み
－就任の記者会見」『毎日新聞』、2013 年 3 月 22 日、東京朝刊、1 面を参照。なお、脚注の毎日新聞検
索では、検索サイト「毎索」を用いた。 
＜論文＞ 






































                                                        
13 スタグフレーションの理論的な説明については、鶴田（1982）、247 ページを参照されたい。 
14 優れた入門書として、神取（2014）、ビァーマン＝フェルナンデス（Bierman and Fernandez, 1998）を挙
げておく。 
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15 ギボンズ（Gibbons, 1992）、88～92 ページを参照されたい。 
16 こうした経済学の動向と相互補完的に、経営学の領域では「フィールド・リサーチ」や「アクション・
リサーチ」といった研究手法の重要性が高まっている。小池・洞口（2006）を参照されたい。 




20 一橋大学イノベーション研究センター編（2001）第 11 章および第 14 章を参照されたい。 
＜論文＞ 

































                                                        
21 「日本が変わる：事業仕分け スパコン『凍結』／『交付税の配分不透明』」『毎日新聞』、2009 年 11
月 14 日、東京朝刊、6 面。「事業仕分け人に蓮舫氏（2009 年）―民主、政権交代の象徴に（ザ人事決断
とその後）」『日本経済新聞』、2014 年 11 月 16 日、朝刊、4 面。 
22 特許庁のホームページ https://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/seido/rekishi/judai.htm には、その解説がある
（2015 年 10 月 28 日確認）。本稿以下の記述はそれに依拠している。 
23 「ノーベル化学賞に白川英樹氏 伝導性ポリマー発見・開発」『朝日新聞』、2000 年 10 月 11 日、朝刊、
1 面参照。 
24 「工学のノーベル賞に日本人」『朝日新聞』、2014 年 1 月 11 日、朝刊、3 面には、「『工学のノーベル賞』
と呼ばれる米工学アカデミーの『チャールズ・スターク・ドレイパー賞』に、リチウムイオン電池の開
日本におけるイノベーション政策と産学官連携 





























                                                        
発に貢献した元ソニー常務の西美緒さん（72）と、旭化成フェローの吉野彰さん（65）の日本人 2 人を
含む計 4 人が選ばれた」との報道がある。 
25 「米の音楽家殿堂入り－梯郁太郎・ローランド会長、楽器技術に評価」『毎日新聞』、2000 年 2 月 9 日、
東京朝刊、9 面、および、「グラミー賞：ローランド創業者にテクニカル賞」『毎日新聞』、2012 年 12 月
15 日、東京朝刊、28 面参照。 
26 「チャールズ・スターク・ドレイパー賞：受賞の奥村氏、米で授賞式」『毎日新聞』、2013 年 2 月 20 日、
東京夕刊、8 面参照。 
27 「IBM の江崎玲於奈博士にノーベル物理学賞」『毎日新聞』、1973 年 10 月 24 日、朝刊、1 面参照。 
28 「ノーベル賞：青色 LED、3 氏に 中村氏『怒り』原動力 天野氏『失敗にめげず』 赤崎・中村氏、
ライバル栄冠」『毎日新聞』、2014 年 10 月 8 日、東京夕刊、1 面参照。このときノーベル賞を同時受賞
したのは、赤崎勇・名城大終身教授と天野浩・名古屋大教授である。 
29 「ノーベル賞：化学賞に下村氏 妻は最高の助手 『家族が私の研究を支えてくれた』」『毎日新聞』、
2008 年 10 月 9 日、東京夕刊、11 面参照。 
30 「米国電気電子学会、『西沢潤一賞』を創設－光通信などの業績認められる」『毎日新聞』、2002 年 8 月
2 日、地方版／岩手、19 面参照。 
31 「ノーベル賞：医学生理学賞に山中氏 つらい時、家族の笑顔 妻・知佳さん『大変なことに』－一
夜明け」『毎日新聞』、2012 年 10 月 9 日、東京夕刊、1 面参照。 
32 「技術遺産を歩く：日本語ワードプロセッサ （ー1978 年）」『毎日新聞』、2010 年 8 月 31 日、東京朝刊、 
23 面参照。森（1995）をも参照されたい。 
33 シュンペーター（1926）を参照されたい。 
34 バークン（Berkun, 2010）第 2 章を参照されたい。 
＜論文＞ 




































                                                        
35 たとえば、ボードリー＝デュモン（Baudry and Dumont, 2006）を参照されたい。 











文部科学省による「知的クラスター創成事業」は、12 地域において 2002（平成 14）年
度から実施され、03 年度に 3 地域、04 年度に 3 地域を追加して、それぞれ 5 カ年計画で実
施されてきた38。「国際的な競争力のある技術革新のための集積（知的クラスター）の創成
を目指し」て、1 地域あたり年間 5 億円程度、5 年間で約 25 億円を補助する政策である39。
18 地域合計の補助金総額は約 450 億円になる。①知的クラスター本部の設置、②科学技術
コーディネーターの配置、弁理士などのアドバイザーの利用、③産学官共同研究による特
許取得、④研究成果の発表のためのフォーラムの設置といった事業を遂行してきた。 
2007（平成 19）年度からは第Ⅱ期が開始されて 6 地域が指定された。2008（平成 20）
年度には 3 地域が追加指定となり、9 地域合計で年間 75 億円の予算が配分されている。①
札幌周辺を核とする道央地域、②広域仙台地域、③長野県全域、④静岡県浜松地域、⑤富
山・石川地域、⑥東海地域、⑦京都およびけいはんな学研地域、⑧関西広域地域、⑨福岡・
北九州・飯塚地域の 9 地域である。さらに 2009（平成 21）年度からは「知的クラスター創
成事業（グローバル拠点育成型）」として新たに 4 地域が指定された。⑩函館地域、⑪徳島
地域、⑫山口地域、⑬久留米地域であり、年間予算は 12 億円である。 
新たに 4 地域が指定された 2009 年 9 月には民主党が政権を担い、その「事業仕分け」
によって、これらの事業は廃止と決まった。内閣府のホームページには、『行政刷新会議 ワ









                                                        
38 文部科学省（2003, 2004, 2005）、文部科学省科学技術・学術政策局（2008）を参照されたい。 
39 松原（2013）では、経済産業省による「地域新生コンソーシアム研究開発事業」と文部科学省による
「知的クラスター創成事業」など複数の地域支援政策を含めて分析を行っている。同書 86～87 ページ
には第Ⅰ期「知的クラスター創成事業」の実施地域 18 か所の概要がまとめられている。 
40 2012 年末頃までは内閣府のホームページで確認できたが、2015 年 10 月には確認できなかった。 
41 国立国会図書館インターネット資料収集保存事業のサイトにおいて「行政刷新会議、事業仕分け、知
的クラスター創成事業、2009 年」をキーワードに検索をかけると、産業技術総合研究所のホームペー
ジから保存された資料「行政刷新会議の事業仕分け結果 2009 年 11 月 27 日に出揃う」があり、知的ク
ラスター創成事業が「廃止」と決定されたことが記録されていることを確認できる。 
42 http://www.city.kobe.lg.jp/information/project/iryo/img/091119chikura.pdf を参照（2015 年 10 月 27 日確認）。
これは、廃止という決定に対して神戸市長が異議を申し立てた文書である。「事業仕分け：クラスター2
期、神戸市が継続要望 廃止評価で文科相に」『毎日新聞』、2009 年 12 月 1 日、地方版／兵庫、23 面参
照。 
＜論文＞ 






も、その一つになる。2009 年度から開始された事業が 5 年間の事業期間を終えるのは 2013



















                                                        
43 日経バイオテクのサイト https://bio.nikkeibp.co.jp/article/oc/2006/7816/?ST=ffood には、「文科省事業の知
的クラスターと都市エリア、1 本化して 120 億円が 2010 年度予算額（案）に」と題された 2010 年 1 月
5 日掲載の記事がある（2015 年 10 月 28 日確認）。 















50 ポーター（Porter, 1990）、73 ページ参照。 
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期に「札幌 IT カロッツェリアクラスター」と称して IT ソフトウェア開発によるものづく




52 文部科学省（2003, 2004, 2005, 2006, 2007, 2008, 2009）を参照されたい。 
53 文部科学省科学技術・学術政策局（2005, 2007, 2008）、および、三菱総合研究所（2007, 2010a, 2010b）
では「知的クラスター創成事業」の中間評価および第Ⅰ期の終了評価がまとめられているが、評価者の
選定は文部科学省に権限があり、純粋な意味での第三者委員会が行なわれているとは言い難い。筆者は、
2009 年 10 月 2 日に文部科学省科学技術・学術政策局で開かれた「知的クラスター創成事業中間評価お









































                                                        
54 金井（2005）は、この当時すでに「サッポロ IT クラスター」が形成されていたと認定している。 
55 文部科学省（2003, 2004, 2005, 2006, 2007, 2008, 2009）を参照されたい。 
56 宮田（2002a）参照。 
57 宮田（2002b）参照。 
58 ジウナ＝ネスタ（Geuna and Nesta, 2006）、メイヤー（Meyer, 2006）、アゾウレイ＝ディン＝スチュアー
ト（Azoulay, Ding and Stuart, 2009）を参照されたい。特許取得を積極的に行う大学研究者は、論文発表
も活発であることが示されている。 
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61 脚注 45 に示した諸研究を参照されたい。 
62 洞口・行本・李（2007）、洞口（2009）を参照されたい。 
＜論文＞ 






出する」ことが目標として掲げられていた。第Ⅰ期の事業は 2002（平成 14）年度から 5
年間である。当時、参画した大学には、京都大学、大阪大学、神戸大学などがある。2002
年度から 5 年間という時期は、山中教授が 2006 年に学術雑誌『Cell』にマウスの細胞から
多能性幹細胞（iPS 細胞）を作成することに成功したことを報告した時期と合致する。山
























で、この地域でも iPS 細胞の研究とは距離があった。 
第Ⅱ期「知的クラスター創成事業」では関西広域地域として京都大学、大阪大学、神戸
大学、大阪府立大学が中心となって「関西広域バイオメディカルクラスター」が目指され
                                                        
63 http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/chiiki/cluster/08081808.htmを参照されたい。2015 年 11 月 8 日確認。 
64 http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2015/04/17/1253330_024.pdf 
を参照されたい。2015 年 11 月 8日確認。この終了評価報告書において山中伸弥教授の苗字は出てこない。 
65 2005 年 12 月 20 日、奈良先端科学技術大学院大学を訪問、インタビューを行った。 
日本におけるイノベーション政策と産学官連携 
イノベーション・マネジメント No.13 - 61 -
ており、神戸の再生移植医療と大阪の創薬とを組み合わせる発想でクラスター化が試みら




























自民党政権に引き渡された政策である。つまり、経済財政諮問会議は、2001 年 1 月内閣府
の設置によって成立し、2001 年 4 月にはじまる小泉純一郎内閣のもとでは「骨太の方針」
を打ち出す官邸主導型予算編成の拠点として機能していた。2009 年 9 月、鳩山由紀夫内閣
                                                        
66 「iPS 細胞：京都に研究拠点設置を 山中・京大教授が要請」『毎日新聞』、2007 年 12 月 8 日、東京朝
刊、3 面。 
67 文部科学省（2007）、平成 19 年版パンフレット、5 ページ参照。 
68 なぜ、山中教授が第Ⅱ期「知的クラスター創成事業」の関西広域地域におけるメンバーとして選定さ
れなかったのか、については謎が残る。 
69 「iPS 細胞：移植１年『経過良好』 視力低下を食い止め 理研」『毎日新聞』、2015 年 10 月 2 日、西部
夕刊、7 面。なお、山中（Yamanaka, 2009）をも参照されたい。 
70 「iPS 細胞：がん化防ぐ薬 産総研など、安全な移植期待」『毎日新聞』、2015 年 4 月 10 日、東京朝刊、
24 ページ。 
71 山中（Yamanaka, 2009）を参照されたい。 
＜論文＞ 

























2013 年 1 月 11 日、大手各社の新聞記事は、ノーベル賞を受賞した山中教授に対して、
文部科学大臣が、今後 10 年間で約 1,100 億円の長期的な研究支援を行うと表明したことを
伝えている72。2013 年度の補正予算案によって、京都大学 iPS 細胞研究所の研究棟新築な
どに約 200 億円を計上し、その後、2014 年度から 10 年間、国内の広範な iPS 細胞研究を
対象に、毎年約 90 億円ずつ継続的な支援を盛り込んでいく、と報じられている。民主党か
ら自民党への政権交代で予算編成が仕切り直しになったことを受けた措置であり、文部科








                                                        
72 たとえば、「iPS 細胞：研究に 10 年間で 1100 億円 文科相、長期支援表明」『毎日新聞』、2013 年 1 月
11 日、東京朝刊、4 面の記事がある。 
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文部科学省に限らず中央官庁では 2 年ないし 3 年で担当者が代わるために、熱心な担当
者と、そうではない担当者との間で仕事の進め方に差ができる。たとえば、「知的クラスタ
ー創成事業」では年度ごとにパンレットが作成されてきたが、熱心な担当者の場合には年











2013（平成 25）年度のパンフレットには 46 か所の地域名が掲載されている。第Ⅰ期・第
                                                        
73 三菱総合研究所（2010a, 2010b）を参照されたい。 
74 文部科学省科学技術・学術政策局（2010）を参照されたい。 
75 文部科学省科学技術・学術政策局（2011a, 2011b, 2011c, 2013a, 2013b）を参照されたい。 
＜論文＞ 




































                                                        































































―』第 8 章、ミネルヴァ書房。 
洞口治夫（2004a）「日本の産業空洞化と知識集約型クラスターの創造―大量生産システムの未
来と産官学連携の現在―」『イノベーション・マネジメント』第 1 号、pp.1-24。 











ト』第 4 号、pp.79-103。 
堀潔（2004）「産学連携・起業教育と地域経済―オランダの起業教育事例に学ぶ―」『中小企業









立大学経済学部）第 47 巻第 2 号、pp.67-84。 
日本におけるイノベーション政策と産学官連携 
イノベーション・マネジメント No.13 - 67 -
宮田由紀夫（2002b）『アメリカの産学連携―日本は何を学ぶべきか―』東洋経済新報社。 
















文部科学省科学技術・学術政策局（2005）『平成 16 年度 知的クラスター創成事業中間評価報
告書』文部科学省科学技術・学術政策局。 


























『経済地理学年報』第 60 巻第 3 号、pp.187−203。 
Azoulay, P., Ding, W., & Stuart, T. 2009. The impact of academic patenting on the rate, quality and 
direction of (public) research output. Journal of Industrial Economics, 57: 637-676. 
Berkun, S. 2010. The myths of innovation (paperback ed.). Sebastopol, California: O’Reilly. 
Bierman, H. S., & Fernandez, L. 1998. Game theory with economic applications (2nd ed.). Reading, 
Massachusetts: Addison-Wesley. 
Baudry, M., & Dumont, B. 2006. Comparing firms’ triadic patent applications across countries: Is there 
a gap in terms of R&D effort or a gap in terms of performances? Research Policy, 35: 324–342. 
Fudenberg, D., & Tirole, J. 1991. Game theory. Cambridge, Massachusetts: The MIT Press. 
Geuna, A., & Nesta, L. J. J. 2006. University patenting and its effects on academic research: The 
emerging European evidence. Research Policy, 35: 790-807. 
Gibbons, R. 1992. Game theory for applied economists. Princeton, New Jersey: Princeton University 
Press. 
Horaguchi, H. H. 2007. Economic analysis of free trade agreements: Spaghetti bowl effect and a 
paradox of hub and spoke network. Journal of Economic Integration, 22: 664-683. 
Horaguchi, H. H. 2014. Collective knowledge management: Foundations of international business in 
the age of intellectual capitalism. Cheltenham: Edward Elgar Publishing. 
Kahn, A. E. 1988. The economics of regulation: Principles and institutions. Cambridge, 
Massachusetts: The MIT Press. 
Meyer, M. 2006. Are patenting scientists the better scholars? An exploratory comparison of 
inventor-authors with their non-inventing peers in nano-science and technology. Research Policy, 
35: 1646-1662. 
Porter, M. E. 1990. The competitive advantage of nations. New York: Free Press. 
Vickers, J., & Yarrow, G. 1988. Privatization: An economic analysis. Cambridge, Massachusetts: The 
MIT Press. 
Yamanaka, S. 2009. A fresh look at iPS cells. Cell, 137: 13-17. 
 
 
 
 
 
洞口治夫（ほらぐち・はるお） 
法政大学経営学部教授 
